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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　廃棄物である酸化物非晶質体原料を溶融して急激に冷却した酸化物非晶質体であるスラ
グに含まれる溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出量を基準溶出量以下に抑制するスラグ
の製造方法であって、
　前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質体原料の光学的塩基度を求める光学的塩基
度算出工程と、前記光学的塩基度算出工程で求めた光学的塩基度と、任意の酸化物非晶質
体に含まれる溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出量と当該溶出量と相関を示す光学的塩
基度との所定の溶出量関係式と、に基づいて前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質
体原料の前記酸性溶液中での推定溶出量を算出する溶出量算出工程と、から構成される溶
出量推定方法を用いて推定されたスラグに含まれる溶出管理対象物の推定溶出量が基準溶
出量以下となる目標光学的塩基度を、前記所定の溶出量関係式に基づいて求める目標光学
的塩基度算出工程と、
　スラグの溶融前の被溶融物の光学的塩基度が前記目標光学的塩基度となるように光学的
塩基度調整助剤を添加する光学的塩基度調整工程と、
　前記光学的塩基度調整工程で光学的塩基度が調整された被溶融物を溶融する溶融工程と
、
を備え、
　前記目標光学的塩基度算出工程で算出される目標光学的塩基度は、前記スラグに含まれ
る夫々の溶出管理対象物の推定溶出量と基準溶出量との偏差に基づいて異なる値に設定さ
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れるスラグの製造方法。
【請求項２】
　廃棄物である酸化物非晶質体原料を溶融して急激に冷却した酸化物非晶質体であるスラ
グに含まれる溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出量を基準溶出量以下に抑制するスラグ
の製造方法であって、
　前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質体原料に含まれる溶出管理対象物の含有量
を分析する含有量分析工程と、前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質体原料の光学
的塩基度を求める光学的塩基度算出工程と、前記光学的塩基度算出工程で求めた光学的塩
基度と、任意の酸化物非晶質体に含まれる溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出率と当該
溶出率と相関を示す光学的塩基度との所定の溶出率関係式と、に基づいて、前記酸化物非
晶質体に含まれる溶出管理対象物の推定溶出率を推定する溶出率推定工程と、前記含有量
分析工程で得られた溶出管理対象物の含有量と、前記溶出率推定工程で推定された推定溶
出率とから前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質体原料の前記酸性溶液中での推定
溶出量を算出する工程と、から構成される溶出量推定方法を用いて推定されたスラグに含
まれる溶出管理対象物の推定溶出量が基準溶出量以下となる目標光学的塩基度を、前記所
定の溶出率関係式に基づいて求める目標光学的塩基度算出工程と、
　スラグの溶融前の被溶融物の光学的塩基度が前記目標光学的塩基度となるように光学的
塩基度調整助剤を添加する光学的塩基度調整工程と、
　前記光学的塩基度調整工程で光学的塩基度が調整された被溶融物を溶融する溶融工程と
、
を備え、
　前記目標光学的塩基度算出工程で算出される目標光学的塩基度は、前記スラグに含まれ
る夫々の溶出管理対象物の推定溶出量と基準溶出量との偏差に基づいて異なる値に設定さ
れるスラグの製造方法。
【請求項３】
　溶出管理対象物は、アルカリ金属、アルカリ土類金属、重金属類及びそれらの化合物の
何れかである請求項１または２記載のスラグの製造方法。
【請求項４】
　スラグに含まれる溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出量が、公定法で規定されるプロ
セスに従って求まる溶出量である請求項１から３の何れかに記載のスラグの製造方法。
【請求項５】
　スラグに含まれる溶出管理対象物が鉛であり、鉛の推定溶出量が基準溶出量の１～３倍
の範囲である場合に目標光学的塩基度を０．６２から０．６０の範囲に設定し、基準溶出
量の３倍以上である場合に目標光学的塩基度を０．６０以下に設定する請求項１から４の
何れかに記載のスラグの製造方法。
【請求項６】
　前記酸化物非晶質体の光学的塩基度は、前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質体
原料の紫外光吸収ピークの変化の計測値に基づいて求められる値である請求項１から５の
何れかに記載のスラグの製造方法。
【請求項７】
　前記酸化物非晶質体の光学的塩基度は、前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質体
原料の組成とそれらを構成するカチオンの電気陰性度とから以下の数式に基づいて導き出
される指標である１から５の何れかに記載のスラグの製造方法。
　光学的塩基度Λ＝１－Σ（ｚｉ・ｒｉ／２）・（１－１／γｉ）
　但し、γｉ＝１．３６（χｉ－０．２６）
　ｚｉ；ｉ種カチオンの原子価、ｒｉ；酸素１個あたりで表現したときのｉ種カチオンの
数、χｉ；ｉ種カチオンの電気陰性度。
【請求項８】
　前記酸化物非晶質体の光学的塩基度は、前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質体
原料に対する重量濃度が０．５重量％以上となる組成を対象に算出される値である請求項
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７記載のスラグの製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、酸化物非晶質体に含まれる溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出量を推定す
る溶出量推定方法を用いて、制御対象となるスラグに含まれる溶出管理対象物の酸性溶液
中での溶出量を基準溶出量以下に抑制するスラグの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　都市ごみ焼却灰や下水汚泥を含む一般廃棄物や産業廃棄物を溶融炉で溶融処理して得ら
れるスラグを資源として、例えば、コンクリート骨材やアスファルト合材などに再利用す
る試みがなされている。しかし、再利用されたスラグから有害物質が溶出すると環境汚染
を招く虞があるため、環境省によって有害物質、例えば鉛などの重金属類等に対する溶出
量の基準値が定められている。
【０００３】
　特許文献１には、少なくとも鉛を含有するスラグの溶出試験方法であって、濃度既知の
鉛を含有する複数のスラグを標準試料とし、所定の方法により該標準試料から該鉛を含む
金属を溶出させて得られた標準溶出液の光透過率と該標準溶出液中の鉛濃度との関係を示
す検量線を予め作成する検量線作成工程と、試験対象となる濃度未知の鉛を含有するスラ
グから、上記所定の方法により該鉛を含む金属を溶出させて試験対象溶出液を得る溶出液
生成工程と、上記試験対象溶出液の光透過率を測定する光透過率測定工程と、上記検量線
作成工程にて作成した検量線を用いて、上記光透過率測定工程にて測定した光透過率から
上記試験対象溶出液中の鉛の溶出量を算出する溶出量算出工程と、上記鉛の溶出量が所定
の基準値以下であるか否かを判定する判定工程とを有することを特徴とするスラグの溶出
試験方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１４－２５８４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、特許文献１に開示されたスラグの溶出試験方法は、公定法に基づいて得られた
スラグ溶出液中の鉛濃度とその溶出液の濁りとの間に相関関係があるとの知見に基づくも
のであり、当該溶出試験方法を鉛以外の溶出管理対象物に適応できるか否か保障の限りで
はない。しかも、環境省が規定する塩酸溶液中での溶出試験等に対して、特許文献１に開
示されたような常温水での溶出試験は対応できないという問題もあった。
【０００６】
　また、一般的に廃棄物を溶融処理すれば、廃棄物中の重金属の大部分は揮散するが、そ
れでもスラグ中に微量に重金属等の有害物質が残存する。
【０００７】
　さらに、都市ごみ焼却灰等を溶融したスラグはＣａＯ，ＳｉＯ２，Ａｌ２Ｏ３，ＦｅＯ
等の多成分系の酸化物非晶質体であるため、一般的に使われるＣａＯ／ＳｉＯ２の二成分
塩基度を調整しても、有害物質の溶出量を適切にコントロールするのは困難であった。こ
れらの問題はスラグに限らず広く再生資源化される酸化物非晶質体に共通する問題であっ
た。
【０００８】
　本発明の目的は、上述した問題点に鑑み、酸性溶液中で酸化物非晶質体から溶出する複
数の溶出管理対象物に適用可能な汎用性を持った溶出量推定方法を用いることにより、溶
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出管理対象物の溶出量を基準溶出量以下に抑制可能なスラグの製造方法を提供する点にあ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明によるスラグの製造方法の第一の特徴構成は、廃棄物である酸化物非晶質体原料
を溶融して急激に冷却した酸化物非晶質体であるスラグに含まれる溶出管理対象物の酸性
溶液中での溶出量を基準溶出量以下に抑制するスラグの製造方法であって、前記酸化物非
晶質体または前記酸化物非晶質体原料の光学的塩基度を求める光学的塩基度算出工程と、
前記光学的塩基度算出工程で求めた光学的塩基度と、任意の酸化物非晶質体に含まれる溶
出管理対象物の酸性溶液中での溶出量と当該溶出量と相関を示す光学的塩基度との所定の
溶出量関係式と、に基づいて前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質体原料の前記酸
性溶液中での推定溶出量を算出する溶出量算出工程と、から構成される溶出量推定方法を
用いて推定されたスラグに含まれる溶出管理対象物の推定溶出量が基準溶出量以下となる
目標光学的塩基度を、前記所定の溶出量関係式に基づいて求める目標光学的塩基度算出工
程と、スラグの溶融前の被溶融物の光学的塩基度が前記目標光学的塩基度となるように光
学的塩基度調整助剤を添加する光学的塩基度調整工程と、前記光学的塩基度調整工程で光
学的塩基度が調整された被溶融物を溶融する溶融工程と、を備え、前記目標光学的塩基度
算出工程で算出される目標光学的塩基度は、前記スラグに含まれる夫々の溶出管理対象物
の推定溶出量と基準溶出量との偏差に基づいて異なる値に設定される点にある。
【００１０】
　本願発明者らは、酸化物非晶質体に含まれる複数の溶出管理対象物に関しDuffyとIngra
mによって見出された指標である光学的塩基度と酸性溶液中での溶出量とに着目して鋭意
研究を重ねた結果、それらに相関関係があるとの新知見を得た。
【００１１】
　任意の酸化物非晶質体に含まれる溶出管理対象物の溶出量と当該溶出量と相関を示す光
学的塩基度との所定の溶出量関係式を予め求めておけば、酸化物非晶質体または酸化物非
晶質体の原料である酸化物非晶質体原料の光学的塩基度を、上述の所定の溶出量関係式に
適用することで、酸化物非晶質体からの溶出管理対象物の溶出量が適切に推定可能になる
。溶出量関係式とは、例えば試験サンプルの溶出管理対象物の光学的塩基度と、当該試験
サンプルの溶出量との計測の結果得られる検量線を特定する関係式や表、グラフ等である
。
【００１２】
　所定の溶出量関係式に基づいて、溶出管理対象物の溶出量が基準溶出量以下となる目標
光学的塩基度を求め、スラグの溶融前の被溶融物が当該目標光学的塩基度となるように光
学的塩基度調整助剤を添加することによって、溶融工程を経て得られたスラグの溶出管理
対象物の溶出量を基準溶出量以下に調整することができる。そして、目標光学的塩基度を
設定することにより、安定的に含有量基準を満足できるスラグを排出することができるよ
うになるので、少ロット単位での溶出試験や再溶融処理等に費やすコストを削減すること
ができるようになる。
【００１３】
　同第二の特徴構成は、廃棄物である酸化物非晶質体原料を溶融して急激に冷却した酸化
物非晶質体であるスラグに含まれる溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出量を基準溶出量
以下に抑制するスラグの製造方法であって、前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質
体原料に含まれる溶出管理対象物の含有量を分析する含有量分析工程と、前記酸化物非晶
質体または前記酸化物非晶質体原料の光学的塩基度を求める光学的塩基度算出工程と、前
記光学的塩基度算出工程で求めた光学的塩基度と、任意の酸化物非晶質体に含まれる溶出
管理対象物の酸性溶液中での溶出率と当該溶出率と相関を示す光学的塩基度との所定の溶
出率関係式と、に基づいて、前記酸化物非晶質体に含まれる溶出管理対象物の推定溶出率
を推定する溶出率推定工程と、前記含有量分析工程で得られた溶出管理対象物の含有量と
、前記溶出率推定工程で推定された推定溶出率とから前記酸化物非晶質体または前記酸化
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物非晶質体原料の前記酸性溶液中での推定溶出量を算出する工程と、から構成される溶出
量推定方法を用いて推定されたスラグに含まれる溶出管理対象物の推定溶出量が基準溶出
量以下となる目標光学的塩基度を、前記所定の溶出率関係式に基づいて求める目標光学的
塩基度算出工程と、スラグの溶融前の被溶融物の光学的塩基度が前記目標光学的塩基度と
なるように光学的塩基度調整助剤を添加する光学的塩基度調整工程と、前記光学的塩基度
調整工程で光学的塩基度が調整された被溶融物を溶融する溶融工程と、を備え、前記目標
光学的塩基度算出工程で算出される目標光学的塩基度は、前記スラグに含まれる夫々の溶
出管理対象物の推定溶出量と基準溶出量との偏差に基づいて異なる値に設定される点にあ
る。
【００１４】
　第一の特徴構成と同様に、所定の溶出率関係式に基づいて、溶出管理対象物の溶出量が
基準溶出量以下となる目標光学的塩基度を求め、スラグの溶融前の被溶融物が当該目標光
学的塩基度となるように光学的塩基度調整助剤を添加することによって、溶融工程を経て
得られたスラグの溶出管理対象物の溶出量を基準溶出量以下に調整することができる。そ
して、目標光学的塩基度を設定することにより、安定的に含有量基準を満足できるスラグ
を排出することができるようになるので、少ロット単位での溶出試験や再溶融処理等に費
やすコストを削減することができるようになる。
【００１５】
　同第三の特徴構成は、上述した第一または第二の特徴構成に加えて、溶出管理対象物は
、アルカリ金属、アルカリ土類金属、重金属類及びそれらの化合物の何れかである点にあ
る。
【００１６】
　管理対象物質のアルカリ金属として例えばカリウム、セシウム等、アルカリ土類金属と
して例えばストロンチウム、ラジウム等が挙げられる。重金属類とは比重が４以上の金属
の総称であり、例えばカドミウム、水銀、鉛、六価クロム、ヒ素があげられる。また、管
理対象物質にはアルカリ金属、アルカリ土類金属、重金属類及びそれらの化合物やシアン
化合物も挙げられる。何れの溶出管理対象物であっても本発明が好適に用いられる。
【００１７】
　同第四の特徴構成は、上述した第一から第三の何れかの特徴構成に加えて、スラグに含
まれる溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出量が、公定法で規定されるプロセスに従って
求まる溶出量である点にある。
【００１８】
　公定法とは例えば平成１５年３月６日環境省告示第１９号によって定められた産業廃棄
物に係る溶出試験のような試験であり、溶出管理対象物について定められた基準に適合す
るか否かを判定するために公に定められた試験である。
【００１９】
　同第五の特徴構成は、上述した第一から第四の何れかの特徴構成に加えて、スラグに含
まれる溶出管理対象物が鉛であり、鉛の推定溶出量が基準溶出量の１～３倍の範囲である
場合に目標光学的塩基度を０．６２から０．６０の範囲に設定し、基準溶出量の３倍以上
である場合に目標光学的塩基度を０．６０以下に設定する点にある。
【００２０】
　溶出管理対象物が鉛である場合に、鉛の推定溶出量が基準溶出量の１～３倍の小さな範
囲であれば目標光学的塩基度を０．６２から０．６０の範囲に設定することが好ましく、
基準溶出量の３倍以上である場合に目標光学的塩基度を０．６０以下に設定することが好
ましく、このような設定により、何れの場合にも適切に鉛の溶出量を基準溶出量以下に調
整することができるようになる。
【００２１】
　同第六の特徴構成は、上述した第一から第五の何れかの特徴構成に加えて、前記酸化物
非晶質体の光学的塩基度は、前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質体原料の紫外光
吸収ピークの変化の計測値に基づいて求められる値である点にある。
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【００２２】
　酸化物非晶質体の光学的塩基度は、紫外光吸収ピークの変化を計測することにより直接
求めることができる。
【００２３】
　同第七の特徴構成は、上述した第一から第五の何れかの特徴構成に加えて、前記酸化物
非晶質体の光学的塩基度は、前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質体原料の組成と
それらを構成するカチオンの電気陰性度とから以下の数式に基づいて導き出される指標で
ある点にある。
　光学的塩基度Λ＝１－Σ（ｚｉ・ｒｉ／２）・（１－１／γｉ）
　但し、γｉ＝１．３６（χｉ－０．２６）
　ｚｉ；ｉ種カチオンの原子価、ｒｉ；酸素１個あたりで表現したときのｉ種カチオンの
数、χｉ；ｉ種カチオンの電気陰性度。
【００２４】
　酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質体原料を組成分析してその組成を求めることに
より、上式に基づいて間接的に光学的塩基度を求めることができる。
【００２５】
　同第八の特徴構成は、上述した第七の特徴構成に加えて、前記酸化物非晶質体の光学的
塩基度は、前記酸化物非晶質体または前記酸化物非晶質体原料に対する重量濃度が０．５
重量％以上となる組成を対象に算出される値である点にある。
【００２６】
　溶出量推定方法は光学的塩基度に影響しない微量なものを省くことにより速やかに光学
的塩基度を算出することができるようになる。特に対象スラグまたはその被溶融物に対す
る重量濃度が０．５重量％以上である組成を対象に算出することが好ましい。
【発明の効果】
【００２７】
　以上説明した通り、本発明によれば、酸性溶液中で酸化物非晶質体から溶出する複数の
溶出管理対象物に適用可能な汎用性を持った溶出量推定方法を用いることにより、溶出管
理対象物の溶出量を基準溶出量以下に抑制可能なスラグの製造方法を提供することができ
るようになった。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】（ａ）はスラグの溶出量推定方法のフロー図、（ｂ）は溶出量関係式を作成する
フロー図
【図２】溶出量を基準溶出量以下に抑制するスラグの製造方法のフロー図
【図３】骨材の製造方法の説明図
【図４】実施例１に用いる試料の混合条件を示す図表
【図５】実施例１に用いる各試料の組成を示す図表
【図６】（ａ）は実施例１のスラグの光学的塩基度と全溶出率の特性図、（ｂ）は実施例
１のスラグの光学的塩基度とＮａ溶出率の特性図
【図７】（ａ）は実施例１のスラグの光学的塩基度とＳｉ溶出率の特性図、（ｂ）は実施
例１のスラグの光学的塩基度とＰｂ溶出率の特性図
【図８】未添加条件（低塩基度の条件）、Ｋ添加条件（中塩基度の条件）、Ｃａ添加条件
（高塩基度の条件）のそれぞれに対する各元素の溶出率の特性図
【図９】実施例２に用いる試料の組成を示す図表
【図１０】実施例２のスラグＡ－１，Ａ－５，Ａ－６の組成を示す図表
【図１１】（ａ）は実施例２のスラグの光学的塩基度と全溶出率の特性図、（ｂ）は実施
例２のスラグの光学的塩基度とＮａ溶出率の特性図
【図１２】（ａ）は実施例２のスラグの光学的塩基度とＳｉ溶出率の特性図、（ｂ）は実
施例２のスラグの光学的塩基度とＰｂ溶出率の特性図
【図１３】実施例２のスラグＡ－１，Ａ－５，Ａ－６の各元素の溶出率の特性図
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【図１４】土壌の光学的塩基度とＣａ溶出率との関係を示す図表
【図１５】土壌Ｃ－４の酸溶出条件（１９号試験）の試験前後の組成表
【図１６】土壌Ｃ－４の酸溶出条件（１９号試験）の試験前後のＸＲＤ分析結果を示す図
表
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、本発明によるスラグの製造方法を説明する。
　図３には、都市ごみ焼却灰等の廃棄物を溶融処理してコンクリート骨材やアスファルト
合材などに再利用可能なスラグを得るための溶融炉１が示されている。
【００３０】
　当該溶融炉１は、燃焼器２が配置された天井部３の周囲に立設された内筒４と、底部中
央に出滓口５が形成された有底の外筒６とが共通軸心周りに配置され、外筒６を軸心周り
に回転させる回転機構を備え、外筒６が内筒４に対して回転可能に構成された回転式表面
溶融炉である。
【００３１】
　燃焼器２は、燃料タンクから供給される燃料とブロワから供給される空気を混合して燃
焼させるバーナで構成され、燃料の供給量を調整することによって主燃焼室１Ａ内の温度
が１０００℃から１５００℃程度の範囲となるように調整される。
【００３２】
　ホッパーに投入された廃棄物である都市ごみ焼却灰が、内筒４と外筒６の間に形成され
た蓄積部７に供給され、内筒４と外筒６の相対回転により内筒４の下縁部から天井部３の
下部空間の主燃焼室１Ａにすり鉢状に切り出される。主燃焼室１Ａ内に供給された都市ご
み焼却灰の露出面が燃焼器２の燃焼火炎により加熱され溶融して、出滓口５から溶融スラ
グとして落下排出される。出滓口５から落下した溶融スラグは、下方に配置された冷却機
構８としての水槽で急冷されて酸化物非晶質体の一種である水砕スラグとなる。
【００３３】
　冷却機構８からコンベア機構９を介して排出されたスラグは、コンクリート骨材等に利
用するために適切な粒度に整粒する整粒機構１０によって整粒された後に骨材として出荷
される。
【００３４】
　骨材として出荷されたスラグがコンクリート骨材やアスファルト合材などに再利用され
た後に、スラグから鉛等の環境有害物質が溶出すると環境汚染を招く虞があるため、鉛等
の管理対象物のスラグからの溶出量が基準値を超えないように管理される必要がある。
【００３５】
　本発明による溶出量推定方法は、このようなスラグ等の酸化物非晶質体に含まれる溶出
管理対象物の酸性溶液中での溶出量を推定するための溶出量推定方法である。
【００３６】
　酸化物非晶質体とは、各種元素の酸化物が三次元的に不規則に結合した網目構造を有す
る物質の総称である。都市ごみや下水汚泥などの廃棄物を溶融したスラグ以外に、鉄鋼製
錬や非鉄製錬の過程で発生する鉄鋼スラグや市販されている一般的なガラス製品などがあ
る。
【００３７】
　図１（ａ）に示すように、当該溶出量推定方法は、酸化物非晶質体または酸化物非晶質
体の原料である酸化物非晶質体原料の光学的塩基度を求める光学的塩基度算出工程と（Ｓ
１）、光学的塩基度算出工程で求めた光学的塩基度と、任意の酸化物非晶質体に含まれる
溶出管理対象物の溶出量と当該溶出量と相関を示す光学的塩基度との所定の溶出量関係式
と、に基づいて推定溶出量を算出する溶出量算出工程と（Ｓ２）、を備えて構成される。
【００３８】
　本願発明者らは、酸化物非晶質体に含まれる複数の溶出管理対象物の酸性溶液中での溶
出量と光学的塩基度との関係に強い相関が見られるという新知見を得た。当該新知見に基
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づけば、手間のかかる溶出試験を行なわなくても、酸化物非晶質体の光学的塩基度を求め
ることにより溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出量が把握できるようになる。
【００３９】
　つまり、任意の酸化物非晶質体に含まれる溶出管理対象物の溶出量と当該溶出量と相関
を示す光学的塩基度との所定の溶出量関係式を予め求めておけば、酸化物非晶質体または
酸化物非晶質体の原料である酸化物非晶質体原料の光学的塩基度を、上述の所定の溶出量
関係式に適用することで、酸化物非晶質体からの溶出管理対象物の溶出量が適切に推定可
能になる。
【００４０】
　光学的塩基度とは、酸化物ガラスの塩基性（ガラス構成酸素の電子供与性）がガラスに
含まれるプローブイオン（Ｐｂ２＋，Ｔｌ＋，Ｂｉ３＋）の紫外光吸収ピークと相関する
ことから、次式により定義された塩基度Λである。
　光学的塩基度Λ＝（νｆｒｅｅ－νｇｌａｓｓ）／（νｆｒｅｅ－νＯ２―）
　ここに、νｇｌａｓｓはガラス試料中での吸収ピーク、νｆｒｅｅは真空中（電子が供
与されない条件）での吸収ピーク、νＯ２－はＣａＯ中（電子供与が最大の条件）での吸
収ピークである。
【００４１】
　DuffyとIngramは、多元系酸化物ガラスの光学的塩基度について、ガラスを構成する各
酸化物の加成性が成立することに着目し、ガラス組成から次式により、Paulingの電気陰
性度に基づく光学的塩基度を計算で求める方法を提案した（An interpretation of glass
 chemistry in terms of the optical basicity concept, J. Non-Cryst. Solids, Vol.2
1, pp.373-410（1976））。
【００４２】
　光学的塩基度Λ＝１－Σ（ｚｉ・ｒｉ／２）・（１－１／γｉ）
　但し、γｉ＝１．３６（χｉ－０．２６）
　ここに、ｚｉはｉ種カチオンの原子価であり、ｒｉは酸素１個あたりで表現したときの
ｉ種カチオンの数（ＭｍＯｎの場合ｍ／ｎ）であり、χｉはｉ種カチオンの電気陰性度で
ある。
【００４３】
　本研究では、この計算方法に基づく光学的塩基度をスラグ組成の評価指標とした。計算
方法としては他にもあり、中村らは平均電子密度を基礎とした光学的塩基度を提案し，遷
移金属酸化物，ハロゲン化合物への適用を報告している（光学的塩基度の新しい展開，日
本金属学会誌，Vol.50，No.5，pp.456-461（1986））。
【００４４】
　所定の溶出量関係式とは、例えば試験サンプルの溶出管理対象物の光学的塩基度と、当
該試験サンプルの酸性溶液中の管理対象物の溶出量との計測の結果得られる近似式、グラ
フや検量線で表わされる関係式をいう。
【００４５】
　例えば、図１（ｂ）に示すように、様々な組成を有する酸化物非晶質体の試験サンプル
の光学的塩基度を求める光学的塩基度算出工程と（ＳＡ１）、当該試験サンプルの酸性溶
液中での管理対象物の溶出量を計測する溶出量計測工程を実行し（ＳＡ２）、制御対象の
スラグの光学的塩基度がその範囲に含まれていることを確認した上で（ＳＡ３）、その結
果に基づいてサンプルに対する光学的塩基度と管理対象物の溶出量との相関関係を示す検
量線を作成する工程（ＳＡ４）を実行することにより得られる。
【００４６】
　例えば、図７（ｂ）のような溶出率と光学的塩基度との相関関係を示す検量線や、さら
にサンプルに含まれる含有量から溶出量と光学的塩基度との相関を示す検量線として得ら
れる。
【００４７】
　従って、例えば都市ごみ焼却灰の組成を予め分析して光学的塩基度を求め、その値を上
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述の検量線に適用することにより、都市ごみ焼却灰の溶融後に得られるスラグに含まれる
溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出量が求まる。
【００４８】
　上述した溶出管理対象物の溶出量に基づく検量線を溶出量関係式として採用する以外に
、溶出管理対象物の溶出率に基づく溶出率関係式を採用することも可能である。尚、溶出
量関係式や溶出率関係式とは、近似式等の計算式、表、グラフ等、光学的塩基度と溶出率
または溶出量が関係付けられていれば、どのようなものであってもよい。
【００４９】
　酸化物非晶質体または酸化物非晶質体の原料である酸化物非晶質体原料に含まれる溶出
管理対象物の含有量を分析する含有量分析工程をさらに備え、上述した光学的塩基度算出
工程で求めた光学的塩基度と、任意の酸化物非晶質体に含まれる溶出管理対象物の溶出率
と当該溶出率と相関を示す光学的塩基度との所定の溶出率関係式とに基づいて、酸化物非
晶質体に含まれる溶出管理対象物の推定溶出率を推定する溶出率推定工程と、含有量分析
工程で得られた溶出管理対象物の含有量と溶出率推定工程で推定された推定溶出率とから
推定溶出量を算出する工程とで溶出量算出工程を構成すればよい。
【００５０】
　酸化物非晶質体に含まれる溶出管理対象物の溶出率と当該溶出率と相関を示す光学的塩
基度との所定の溶出率関係式が既知であれば、酸化物非晶質体または酸化物非晶質体の原
料である酸化物非晶質体原料に含まれる溶出管理対象物の含有量から溶出管理対象物の推
定溶出率が得られ、推定溶出率から溶出量を算出することができるようになる。尚、溶出
量と溶出率との関係は以下の式で表される。
　溶出量（ｍｇ／ｋｇ）＝溶出率（重量％）×含有量（ｍｇ／ｋｇ）
【００５１】
　尚、酸化物非晶質体の光学的塩基度を、上述したDuffyとIngramによって見出された数
式に基づく指標を用いずに、酸化物非晶質体または酸化物非晶質体原料の紫外光吸収ピー
クの変化を直接計測し、その計測値に基づいて求めてもよい。
【００５２】
　上述したDuffyとIngramによって見出された数式に基づく指標を用いる場合、酸化物非
晶質体または酸化物非晶質体原料の組成の全てを反映させる必要が無く、殆ど影響を与え
ることのない成分を無視することも可能である。具体的には、酸化物非晶質体または酸化
物非晶質体原料に対する重量濃度が０．５重量％以上好ましくは１．０重量％以上となる
組成を対象に光学的塩基度を算出し、重量濃度が０．５重量％未満好ましくは１．０重量
％未満となる組成を除去すればよい。このように、影響の少ない成分を無視することで、
組成分析の手間や光学的塩基度の算出がより容易にできるようになる。
【００５３】
　酸化物非晶質体が廃棄物を溶融したスラグである場合には、溶出管理対象物がアルカリ
金属、アルカリ土類金属、重金属類及びそれらの化合物の何れかに対して本発明が効果的
に活用できる。
【００５４】
　管理対象物質のアルカリ金属として例えばカリウム、セシウム等、アルカリ土類金属と
して例えばストロンチウム、ラジウム等が対象となる。とくに放射性物質の溶出管理に有
用である。
【００５５】
　重金属類とは比重が４以上の金属の総称であり、例えばカドミウム、水銀、鉛、六価ク
ロム、ヒ素等が対象となる。また、管理対象物質にはアルカリ金属、アルカリ土類金属、
重金属類及びそれらの化合物やシアン化合物も対象となる。何れの溶出管理対象物であっ
ても本発明が好適に用いられる。
【００５６】
　スラグに含まれる溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出量とは、例えば公定法で規定さ
れるプロセスに従って求まる溶出量である。公定法とは例えば平成１５年３月６日環境省
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告示第１９号によって定められた産業廃棄物に係る溶出試験のような試験であり、溶出管
理対象物について定められた基準に適合するか否かを判定するために公に定められた試験
が含まれるが、環境省告示第１９号試験に限るものではない。つまり、酸性溶液中に浸漬
されたスラグからの溶出量を測定する方法であれば、どのようなものでもよい。
【００５７】
　以上、酸化物非晶質体原料が廃棄物である都市ごみ焼却灰、酸化物非晶質体が都市ごみ
焼却灰を溶融し水槽で急激に冷却した水砕スラグである場合を説明したが、廃棄物として
都市ごみ焼却灰以外に水処理設備から排出された余剰汚泥や汚泥焼却灰等であっても本発
明を適用でき、スラグ以外にガラス等の酸化物非晶質体全般に本発明を適用することがで
きる。
【００５８】
　上述した溶出量推定方法を活用することにより、廃棄物を溶融して酸化物非晶質体とす
ることで、環境汚染を招くことなく、廃棄物を資源として有効に利用することができるよ
うになる。例えば、制御対象のスラグに含まれる溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出量
を基準溶出量以下に抑制するスラグの製造方法や溶融装置を実現できるようになる。ここ
で、基準溶出量とは、第１９号試験等の酸性溶液中での溶出試験により許容される溶出量
のことで、例えば、第１９号試験ではＰｂは１５０ｍｇ／ｋｇ以下となる。
【００５９】
　当該スラグの製造方法は、上述した溶出量推定方法を用いて推定されたスラグに含まれ
る溶出管理対象物の推定溶出量が基準溶出量以下となる目標光学的塩基度を、上述した溶
出量関係式または溶出率関係式に基づいて求める目標光学的塩基度算出工程と、制御対象
のスラグの溶融前の被溶融物の光学的塩基度が上述の目標光学的塩基度となるように光学
的塩基度調整助剤を添加する光学的塩基度調整工程と、光学的塩基度調整工程で光学的塩
基度が調整された被溶融物を溶融する溶融工程とを備えて構成される。
【００６０】
　所定の溶出量関係式または溶出率関係式に基づいて、溶出管理対象物の溶出量が基準溶
出量以下となる目標光学的塩基度を求め、制御対象のスラグの溶融前の被溶融物が当該目
標光学的塩基度となるように光学的塩基度調整助剤を添加することによって、溶融工程を
経て得られるスラグの溶出管理対象物の溶出量を基準溶出量以下に調整することができる
。
【００６１】
　図２に示すように、スラグまたはスラグの原料である焼却灰の光学的塩基度を求める光
学的塩基度算出工程と（ＳＢ１）、光学的塩基度算出工程で求めた光学的塩基度と、任意
のスラグに含まれる溶出管理対象物の溶出量と当該溶出量と相関を示す光学的塩基度との
所定の溶出量関係式とに基づいて推定溶出量を算出する溶出量算出工程と（ＳＢ２）を実
行し、算出された溶出量が基準溶出量未満であれば（ＳＢ３，Ｎ）、そのままステップＳ
Ｂ６の溶融工程を実行し、算出された溶出量が基準溶出量以上であれば（ＳＢ３，Ｙ）、
焼却灰の光学的塩基度を調整した後にステップＳＢ６の溶融工程を実行するように構成す
ればよい。
【００６２】
　即ち、算出された溶出量が基準溶出量以上であれば（ＳＢ３，Ｙ）、上述した溶出量関
係式または溶出率関係式に基づいて、溶出管理対象物の溶出量が基準溶出量以下となる目
標光学的塩基度を求める目標光学的塩基度算出工程を実行し（ＳＢ４）、溶出量の制御対
象となるスラグの溶融前の被溶融物の光学的塩基度が当該目標光学的塩基度となるように
光学的塩基度調整助剤を添加する光学的塩基度調整工程を実行すればよい（ＳＢ５）。光
学的塩基度調整助剤として、ＳｉＯ２，Ｐ２Ｏ５，Ａｌ２Ｏ３等の酸性酸化物を好適に用
いることができる。これらの酸性酸化物を添加することにより溶融後のスラグの光学的塩
基度を低下させることができる。
【００６３】
　光学的塩基度調整工程の後に、溶融工程（ＳＢ６）、冷却工程（ＳＢ７）、整粒工程（
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ＳＢ８）が実行されることにより、基準溶出量つまり環境基準を満たしたスラグが得られ
る。
【００６４】
　光学的塩基度調整助剤の添加量は、溶出量関係式または溶出率関係式に基づいて溶出管
理対象物の推定される溶出量が基準溶出量以下になる目標光学的塩基度に調整するために
必要な添加量である。そのため、目標光学的塩基度と、スラグまたは被溶融物の光学的塩
基度から、上述したDuffyとIngramによって見出された指標を用いて添加量を算出するこ
とができる。
【００６５】
　この場合、目標光学的塩基度を、スラグに含まれる夫々の溶出管理対象物の推定溶出量
と基準溶出量との偏差に基づいて異なる値に設定することが好ましい。
【００６６】
　夫々の溶出管理対象物に設定された目標光学的塩基度のうち、スラグまたは非溶融物の
光学的塩基度との差が一番大きな目標光学的塩基度を利用して光学的塩基度調整剤の添加
量を算出すれば、夫々の溶出量を基準溶出量以下とすることができる。
【００６７】
　制御対象となるスラグに含まれる溶出管理対象物の溶出量と基準溶出量との偏差が大き
い場合には、溶出管理対象物の溶出量を基準溶出量以下にするために添加すべき光学的塩
基度調整助剤の量のばらつきが大きいことが想定される。
【００６８】
　そこで、溶出量の制御対象となるスラグに含まれる溶出管理対象物の溶出量と基準溶出
量との偏差が大きいほど、光学的塩基度調整剤の添加量の補正の程度を大きくする。つま
り光学的塩基度調整助剤の添加量を多くすることによって確実に目標となる光学的塩基度
へ調整することができるようになる。
【００６９】
　また、このように目標光学的塩基度を設定することにより、安定的に基準溶出量を満足
できるスラグを排出することができるようになるので、少ロット単位での溶出試験や再溶
融処理等に費やすコストを削減することができるようになる。
【００７０】
　後述する実験例や図１２に示されているように、制御対象スラグに含まれる溶出管理対
象物が鉛である場合、ステップＳＢ３で算出された推定溶出量が基準溶出量の１～３倍の
範囲であれば目標光学的塩基度を０．６２から０．６０の範囲に設定し、推定溶出量が基
準溶出量の３倍以上であれば目標光学的塩基度を０．６０以下に設定することが好ましい
。このような設定により、何れの場合にも適切に鉛の溶出量を基準溶出量以下に調整する
ことができるようになる。
【００７１】
　スラグに含まれる溶出管理対象物の酸性溶液中での溶出量を基準溶出量以下に制御する
溶融装置は、スラグの被溶融物の光学的塩基度を求める光学的塩基度算出器と、スラグに
含まれる溶出管理対象物の溶出量が基準溶出量以下となる目標光学的塩基度を、所定の溶
出量関係式または溶出率関係式に基づいて求める目標光学的塩基度算出器と、スラグの溶
融前の被溶融物の光学的塩基度が目標光学的塩基度となるように光学的塩基度調整助剤を
添加する光学的塩基度調整器と、を備え、光学的塩基度が調整された被溶融物を溶融する
ように構成されていればよい。
【００７２】
　そのような溶融装置は、上述した回転式表面溶融炉に限るものではなく、アーク式溶融
炉やプラズマ式溶融炉等の電気溶融炉、コークスベッド炉、回転式表面溶融炉以外の燃料
溶融炉等を適宜用いて構成することが可能である。
【００７３】
　尚、スラグを酸化物非晶質体とする必要があるので、溶融後にスラグを急冷してガラス
状にする必要がある。急冷の手段としては水槽に落下させるのが一般的であるが、冷却水
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をスプレーする等、どのような方法でもよい。
【００７４】
　上述の溶融において、光学的塩基度に寄与する元素は、燃焼や揮散により溶融の前後で
大きく変化することがない。そのため、スラグの光学的塩基度を被溶融物の組成と含有量
から近似的に求めることができる。
【実施例】
【００７５】
　以下に、本発明による溶出量推定方法の根拠となる実施例を説明する。
　[実施例１]
　実施設から排出された廃棄物溶融スラグに、スラグの構成元素であるＳｉ，Ａｌ，Ｃａ
，Ｆｅ，Ｎａ，Ｋの内の一種類の元素の化合物試薬を所定割合で添加し再溶融して異なる
組成のスラグを作成して試料とした。
【００７６】
　図４には、溶出試験に用いるスラグの混合条件が示されている。Ｓｉ，Ａｌ，Ｆｅにつ
いては酸化物の試薬を、Ｃａ，Ｎａ，Ｋについては常温では酸化物が不安定であるため、
炭酸塩の試薬を添加した。夫々の添加濃度はＳｉ，Ａｌ，Ｃａについて混合後の重量割合
が２０％、Ｆｅ，Ｎａ，Ｋについては１０％とし、全条件共通でＰｂＯ試薬を１．１％添
加した。
【００７７】
　再溶融方法としては、スラグと試薬の混合物を黒鉛るつぼ（φ８０ｍｍ×Ｈ１００ｍｍ
）に厚み約８ｃｍで充填し、空気自然対流下の電気マッフル炉に挿入して１４００℃で２
時間溶融した。取出して空気中で自然冷却した後、るつぼと分離して乳鉢で１－２ｍｍに
粗粉砕し、試料とした。
【００７８】
　図５には、試料の組成が示されている。Ｓｉの分析方法はＪＩＳ Ｋ ０１０１により実
施した。
【００７９】
　試料を硝酸、過塩素酸で加熱分解しＳｉＯ２，Ａｌ２Ｏ３以外を溶解した後、懸濁液を
ろ紙でろ過して固液分離を行った。得られた固体をろ紙ごと１０００℃で１ｈ燃焼した後
、フッ化水素酸でＳｉＯ２のみを加熱揮散させ、その減少重量から濃度を算出した。Ｓｉ
以外の元素の分析方法は底質調査方法（Ｈ２４環水大水発１２０７２５００２号）により
実施した。
【００８０】
　試料を硝酸、過塩素酸、フッ化水素酸で加熱分解（Ａｌのみ更にピロ硫酸ナトリウムで
加熱融解）し、ＩＣＰ発光分光分析計（(株)リガク、ＣＩＲＯＳ－１２０）により定量し
た。
【００８１】
　添加した元素は概ね増加していた。Ｐｂ濃度は再溶融時に一部が揮散したため、１５０
～２１００ｍｇ／ｋｇとなった。光学的塩基度は塩基性元素であるＮａ，Ｋ，Ｃａを添加
した試料が高い値となった。
【００８２】
　次に、酸中での各元素の溶出挙動をＨ１５環境省告示第１９号試験（以下、１９号試験
）により評価した。
【００８３】
　樹脂製容器に試料６ｇを量り取り、1Ｎ塩酸溶液を加えて密栓し振とうした。その後、
ろ過し、得られた溶出液中のＳｉ，Ｃａ，Ａｌ，Ｎａ，Ｐｂ濃度をＩＣＰ発光分光分析計
（(株)リガク、ＣＩＲＯＳ－１２０）により定量した。試験後の残さ重量及び溶出液中の
各元素濃度から、全溶出率（試料重量の減少率）及び各元素の溶出率を算出し、それらを
溶出性の指標として比較を行った。
【００８４】
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　図６，図７には、Ｓｉ，Ａｌ，Ｃａ，Ｆｅ，Ｎａ，Ｋ種元素の化合物試薬を添加し、再
溶融したスラグの光学的塩基度と１９号試験での全溶出率及びＳｉ，Ｎａ，Ｐｂ各溶出率
との関係が示されている。
【００８５】
　全溶出率及び主要構成元素であるＳｉ、準構成元素であるＮａの溶出率は光学的塩基度
と相関係数０．８以上の高い正の相関を示し、光学的塩基度が０．５９～０．６３と低か
ったスラグは溶出率が２０％以下と低く、光学的塩基度が０．６５～０．６８と高かった
スラグは溶出率が６０％以上と高かった。
【００８６】
　他の主要構成元素であるＣａ，Ａｌについても図は示さなかったが、同様の傾向であっ
た。Ｐｂ溶出率も、特に塩基度が高かった３条件のスラグにおいてバラつきは大きかった
が、光学的塩基度と相関係数０．６程度の正の相関を示した。
【００８７】
　図８には、未添加条件（低塩基度の条件）、Ｋ添加条件（中塩基度の条件）、Ｃａ添加
条件（高塩基度の条件）における各元素の溶出率が示されている。どの塩基度条件のスラ
グについても、各元素の溶出率は同レベルであり、元素間の溶出挙動に大きな違いは見ら
れなかったことから、スラグから特定元素のみが選択的に溶出したのではなく、スラグ骨
格全体が崩壊し、各元素が溶出したことが理解される。
【００８８】
　[実施例２]
　１３施設の廃棄物溶融スラグを採取した。１１施設の燃料式廃棄物溶融スラグ（以下、
燃料式スラグ）、２施設の電気式廃棄物溶融スラグ（以下、電気式スラグ）及び比較対象
として６種類の土壌を試料とした。
【００８９】
　試料は、２ｍｍ以上の粗大物は粉砕して２ｍｍ未満としたが、それ以外の前処理操作は
行わずそのまま試験に供した。
【００９０】
　燃料式スラグの１１施設は、全て回転表面式溶融炉を有する実施設である。電気式スラ
グの２施設は実証施設である。土壌は全て関西地方で採取したもので、３試料が水田土壌
、２試料が河川脇土壌、１試料が山林土壌である。
【００９１】
　図９には、試料の組成が示されている。廃棄物溶融スラグは燃料式スラグ、電気式スラ
グ共に主要構成元素はＳｉ，Ａｌ，Ｃａ，Ｆｅであった。アルカリ金属（Ｎａ，Ｋ）の濃
度は数％レベル、重金属（Ｚｎ，Ｐｂ）の濃度は数十～数千ｍｇ/ｋｇレベルであった。
【００９２】
　土壌は主要構成元素がＳｉ，Ａｌであった。アルカリ金属の濃度は数％レベルで廃棄物
溶融スラグと同程度、重金属の濃度は数十～数百ｍｇ/ｋｇレベルで廃棄物溶融スラグよ
りも低かった。
【００９３】
　図１０には、廃棄物溶融スラグの中で、光学的塩基度が最も低かったスラグＡ－１、中
程度であったスラグＡ－５、最も高かったスラグＡ－６の組成が示されている。光学的塩
基度が高かったスラグほど、塩基性の低いＳｉＯ２の濃度が低く、塩基性の高いアルカリ
金属元素、アルカリ土類金属元素の濃度が高い特徴が見られた。
【００９４】
　上記試料についても実施例１と同様に１９号試験を行った。
　図１１，図１２には、１３地域の実施設から排出された廃棄物溶融スラグの光学的塩基
度と１９号試験での全溶出率及びＳｉ，Ｎａ，Ｐｂ溶出率との関係が示されている。尚、
施設によっては、季節の異なる検体を採取し、図１１，図１２にプロットをした。
【００９５】
　全溶出率及びＳｉ，Ｎａ溶出率は相関係数０.４～０.６、Ｐｂ溶出率は０.１８８２で
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あり、相関性は試薬添加試験よりも低下したものの、スラグの光学的塩基度と溶出率の間
に正の相関は認められた。尚、Ｃａ，Ａｌについても図には示さなかったがＳｉ，Ｎａ溶
出率と同程度の相関が見られた。Ｐｂ溶出率は光学的塩基度が０.６５前後と高いスラグ
はＰｂ溶出率が２０～９８％とバラつきが見られた。
【００９６】
　図１３には、スラグＡ－１（低塩基度の条件）、スラグＡ－５（中塩基度の条件）、ス
ラグＡ－６（高塩基度の条件）における各元素の溶出率が示されている。各元素の溶出率
が同程度でスラグ骨格全体が崩壊、溶出した点は試薬添加試験と同様であった。
【００９７】
　図１４には、土壌とスラグの光学的塩基度とＣａ溶出率の結果が併せて示されている。
土壌はＣａ，Ｐｂの溶出率においてスラグと異なる溶出傾向が見られた。図には示さなか
ったが、ＰｂもＣａと同様の溶出傾向が見られた。土壌は光学的塩基度がどれも０.５１
前後と低かったにも関わらず、Ｃａの溶出率は０～６０％と試料により異なり、光学的塩
基度との相関が見られなかった。土壌は、非晶質のスラグと異なり、多種類の結晶鉱物の
集合体であるため、スラグとは溶出挙動が異なったと考えられる。
【００９８】
　土壌Ｃ－４について、Ｘ線回折分析計（(株)リガク、ＲＩＮＴ２０００）で結晶相の同
定を行った。分析条件は、管球Ｃｕ、管球電圧４０ｋＶ、管球電流２００ｍＡ、測定角度
５～９０°、走査ステップ０.０２°、走査速度４°／ｍｉｎ、発散・散乱スリット０.５
°、受光スリット０.３ｍｍとした。
【００９９】
　図１５には土壌Ｃ－４における１９号試験前の土壌及び１９号試験後の残さの組成分析
が、図１６にはそれらＸ線回折分析で同定された結晶相が示されている。
【０１００】
　図１５の図表に示すように、組成については１９号試験前後でＳｉ，Ａｌ，Ｆｅ，Ｎａ
，Ｋの濃度変化は見られなかったが、Ｃａ，Ｚｎ，Ｐｂの濃度に減少が見られた。
【０１０１】
　図１６の図表に示すように、結晶相については試験前の土壌ではＣａ含有結晶（(Ｃａ
，Ｎａ)(Ｓｉ，Ａｌ)４Ｏ８）が同定されたが、試験後の残さではそれが同定されなかっ
た。この結果から１９号試験において土壌からＣａ含有結晶が選択的に溶出したと推測さ
れる。
【０１０２】
　Ｚｎ，Ｐｂについては、Ｃａとイオン半径が近く、同型置換しやすいことから、土壌中
ではＣａ含有結晶の構成成分として存在し、１９号試験においてＣａ含有結晶と共に溶出
したと考えられる。従って、土壌のＰｂ溶出挙動については、塩基度ではなく、結晶相と
その内訳などを指標とした評価が必要であると考えられる。
【０１０３】
　尚、上述の実施例では、酸性溶液中の溶出試験として第１９号試験を例に説明したが、
目的や周囲条件により溶出試験の方法や溶出量の基準は変わるので、第１９号試験によら
ず、どのような酸性溶液中の溶出試験でも本発明の適用が可能である。さらに溶出量関係
式や溶出率関係式は再移用する溶出試験に対応して作成すればよい。
【符号の説明】
【０１０４】
１：回転式表面溶融炉
２：燃焼器
３：天井部
４：内筒
５：出滓口
６：外筒
８：冷却機構
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９：コンベア機構
１０：整粒機構
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